
 

議案第１号「鳥取県新型コロナウイルス感染拡大防止のためのクラスター対策等 

に関する条例」に対する附帯意見（案） 

 

本条例の施行に当たり、知事は、次の事項について、適切な措置を講ずるべきである。 

１ 新型コロナウイルス感染症から国民の生命と健康を保護することは国全体の課題であり、

本来、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するために必要となるクラスターが発生

した施設又は催物（以下単に「施設」という。）の公表や使用停止等に関する法体系は国に 

おいて完備すべきであることから、国に対して法制化の働きかけを強力に進めること。 

２ 本条例の的確かつ迅速な施行のためには、県民や事業者、関係団体、市町村の理解と協力 

が不可欠であることから、県として、直ちに、あらゆる機会を捉え、丁寧にかつ分かりやすく 

周知の徹底を図ること。 

３ 保健所が果たす機能の重要性に鑑み、鳥取市保健所を設置する鳥取市と緊密な連携と協力

を図ること。特に、感染者が発生した施設の公表については、鳥取市保健所の管轄区域に 

おいては、一義的には同保健所を設置する鳥取市に感染症予防法第16条の規定に基づく権限

があることを踏まえ、クラスターが発生した施設に関する公表についても、同市とあらかじめ 

総合調整の上、統一的な運用を図ること。 

４ クラスターが発生した施設の公表及び当該施設におけるクラスター対策等が適切に講じら

れたと認める旨の公表については、積極的疫学調査を的確かつ迅速に実施するためのもので

あるとともに、当該施設におけるクラスター対策等の状況に対する県民の公正・的確な理解

を促進するためのものでもあり、過度な不安や風評被害を引き起こすことがないように十分

留意すること。なお、クラスターが発生した事業者や近接する事業者にとって、施設の名称

等を公表されることは営業の継続に甚大な影響を与えることから、本条例の適用に当たって

は慎重な姿勢で臨むとともに、当該事業者が事業活動を継続できるよう必要な支援を図る 

こと。 

５ クラスターが発生した施設の従業者、利用者又は参加者にとどまらず、新型コロナウイ 

ルス感染症の患者情報の公表に当たっては、感染症予防法第16条第２項の規定の趣旨及び 

病歴の公開が本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益を生じさせるおそれがあること

に鑑み、積極的疫学調査を的確かつ迅速に実施するために必要な最小限度のものとするよう

努め、プライバシーの保護に十分留意すること。 


